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序章 はじめに

１

中央卸売市場は、野菜、果実、水産物、

食肉類など生鮮食料品等について、産

地から計画的な集荷に努め、公正な価

格形成を行い、市民・消費者に安定して

供給するという生鮮食料品流通におい

て中心的な役割を担っております。

大阪市では、野菜、果実、水産物など

を取り扱う本場及び東部市場と食肉類

を取り扱う南港市場の３市場を開設し、

本場・東部市場の２市場の会計について

は、地方公営企業法を適用し、企業会

計方式を採用しております。大阪市中央卸売市場長 中野 雅彦

中央卸売市場を取り巻く環境は、少子高齢化に伴う人口減少等による食料消費の変

化、消費者ニーズの多様化、農水産物の国内生産・流通構造の変化や近年のコロナ禍

の影響等により大きく変化しております。



このような状況のもと、大阪市中央卸売市場は、改正卸売市場法の趣旨を踏まえまして、

取引の自由度を高めることにより、市場内事業者が持つ強みを発揮して集荷力・販売力を

強化し、新たな需要の開拓や付加価値の向上に取り組んでまいります。

また、市民等消費者のニーズに応え、安全・安心な生鮮食料品を適正な価格で安定的

に供給して高い公共性を発揮していくことで、生鮮食料品の流通拠点としての機能をさら

に発揮していきたいと考えております。

そのためにも、市場内事業者・関係者の皆さんと今まで以上に連携し、市場取引の優位

性・競争力を高めていくことができるよう、全力で取り組んでまいります。

令和３年度の中央卸売市場事業会計の収支状況につきましては、詳細は本編でご説明

させていただきますが、前年度に引き続き黒字となっているものの、多額の累積欠損金を

抱えるなど、依然として厳しい状況にあることから、収入の確保に努めつつ、民間活力の活

用や業務の見直しによる管理運営経費の削減を行うことにより、引き続き収支改善に向け

た取組みを積極的に行い、経営基盤の強化を図ってまいります。

今後とも、流通構造や消費者ニーズの変化に柔軟かつ的確に対応し、安全・安心かつ安

定的な生鮮食料品流通を確保するという中央卸売市場の重要な役割を果たしてまいりま

すので、市場運営に対する関係各位のご理解・ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

序章 はじめに（続）

２



大阪市には、野菜・果実、水産物、食肉類などの生鮮食料品等を扱う中央卸売市場とし
て本場と東部市場、南港市場があります。うち、野菜・果実、水産物などを扱う本場と東部
市場については中央卸売市場事業会計として企業会計方式を導入しております。
事業の内容については次のとおりです。

なお、南港市場については、条例に定める政令等特別会計である食肉市場事業会計と
しており、企業会計方式は導入しておりません。

本場・東部市場の概略と沿革 ・・・・・・・・ P ４
本場の現況 ・・・・・・・・ P ５
東部市場の現況 ・・・・・・・・ P ６
令和３年度の主要事業 ・・・・・・・・ P ７
中央卸売市場の機能 ・・・・・・・・ P １４
中央卸売市場の流通 ・・・・・・・・ P １５

第１章 事業の概要

３



本場・東部市場の概略と沿革
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江戸時代

本場 東部市場

取扱品目 青果・水産・加工食料品

開 設 年
１９３１年

（昭和６年）

１９６４年

（昭和３９年）

所 在 地 福島区 東住吉区

敷地面積

建物延床面積

１８万㎡

３１万㎡

１１万㎡

１７万㎡

年間取扱

（令和３年度）

５９.０万トン

２，４８４億円

２１.２万トン

８８２億円

卸売業者 ６社 ３社

仲卸業者 ２５７社 ８３社

４

（令和３年度末）
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正
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売
市
場
法
公
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改
正
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売
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場
法
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令和２平成30



本場の現況

5

市場東棟

1Ｆ 水産物卸売場・仲卸売場

関連売場

2Ｆ 見学者通路・事務所

3Ｆ 野菜卸売場・仲卸売場

4Ｆ 見学者通路・事務所

関連棟

業務管理棟

市場西棟

1Ｆ 果実卸売場・仲卸売場

3Ｆ 乾物漬物売場・関連売場

平面図

令和４年８月1日現在

構　　造 面積(㎡)

鉄骨造

鉄筋コンクリート造 53,586

鉄骨鉄筋コンクリート造

鉄筋コンクリート造

鉄骨鉄筋コンクリート造

鉄骨造

鉄筋コンクリート造 128,744

鉄骨鉄筋コンクリート造

鉄骨造

鉄筋コンクリート造

鉄骨鉄筋コンクリート造 7,087

鉄骨鉄筋コンクリート造

鉄骨耐火被覆造

鉄骨耐火被覆造

鉄骨鉄筋コンクリート造

鉄筋コンクリート造

鉄骨鉄筋コンクリート造(鉄骨耐火被覆造)

鉄骨鉄筋コンクリート造6階建

保管能力　3,300t

鉄骨鉄筋コンクリート造

鉄骨造

管理事務所 10,090

施　設　一　覧

種　　類

卸 売 場

仲 卸 売 場 49,885

駐 車 場

買荷保管・
積 込 所

7,607

倉 庫

関連事業者
営 業 所

9,384

業者事務所 58,312

大規模低温
貯 蔵 庫

6,546

加 工 施 設 5,734



東部市場の現況
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平面図

令和４年８月1日現在
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今
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西南門 南門 東南門

荷さばき出荷ゾーン（水産物部） 荷さばき出荷ゾーン（青果部）

平野川

加工食料品売場

仲卸売場（水産物部） 仲卸売場（青果部）

卸売場（青果部）

冷蔵庫棟

東門

配送・加工施設

駐 車 場

駐
車
場

駐 車 場

ランプウェイ

ランプウェイ

ラ
ン
プ
ウ
ェ
イ

買荷保管積込 買荷保管積込所

関
連
営
業
棟
西

関
連
営
業
棟
東

卸売場

卸売場（水産物部）

関連営業棟北

構　　造 面積(㎡)

鉄骨造

鉄筋コンクリート造

(　)は低温卸売場

鉄筋造

鉄骨コンクリート造

鉄骨造・鉄筋コンクリート造 46,315

平面 14,816

鉄筋コンクリート造5階建

保管能力F級　435t 1,571

製氷能力25t、貯氷能力56t

仲卸売場3階に設置(場内業者所有)

保管能力SF～C級　1,482t

鉄骨造

鉄骨コンクリート造

鉄骨造 7,939

鉄骨造

鉄骨コンクリート造

鉄骨造

鉄骨コンクリート造

鉄骨造

鉄骨コンクリート造

鉄骨造 4,318

買 荷 保 管 ・
積 込 所

施　設　一　覧

種　　類

卸 売 場
17,739
(6,173)

仲 卸 売 場 33,406

駐 車 場

冷 蔵 庫

2,357

倉 庫 20,750

加 工 施 設

関連事業者
営 業 所

2,442

管理事務所 1,409

業者事務所 11,474



令和３年度の主要事業

中央卸売市場事業は、市民・消費者の食生活の安定に資するため、安全・安心な生鮮食料品の安

定供給を行う流通の拠点施設としての機能を発揮すべく市場施設の整備並びに管理運営に関する

取組み、公正公平な取引を確保するための取組みなどの事業を実施しています。

（１） 市場施設の整備並びに管理運営に関する取組み
（→ 市場機能の向上、競争力の強化に向けた取組み）

①施設設備の新設や改修（主なもの）

・業務管理棟北エリアの整備 【本場】
旧冷蔵庫棟の取り壊し跡地を中心とした約４，０００㎡の
土地に新たに買荷積込所の整備を行います。
完成した買荷積込所には、使用者がその用途にあわせ
て保冷加工施設を設置する予定としており、官民でその
役割を分担することでより有効な施設の整備を図ってい
きます。
令和３年度は、地中埋設物の撤去及び土壌汚染対策
を行いました。

事業年度 平成３０年度～令和４年度
総事業費 １，０９８百万円
（令和３年度事業費 １４９百万円）

7
建設予定地（令和４年８月１日現在）



令和３年度の主要事業

８

・業務管理棟空調設備 【本場】
施設管理者として、業務管理棟利用者に対して適正な室内温度環境を提供する必要
があります。
空調設備については設備が老朽化したことから更新を進めています。

事業年度 令和元年度～令和６年度
総事業費 １，２３２百万円 （令和３年度事業費 １８１百万円）

空調設備



・仲卸売場棟屋上整備工事 【東部市場】
仲卸売場棟の屋上は市場内事業者の駐車場として利用しています。
屋上アスファルト舗装は、老朽化により段差や亀裂が生じていることから、車両の安全な通行
の確保や漏水防止のための工事を進めています。
令和３年度は仲卸売場棟（青果側）の屋上整備工事を実施しました。

事業年度 令和２年度～令和４年度
総事業費 １３６百万円
（令和３年度事業費 ７４百万円）

令和３年度の主要事業

９

仲卸売場棟屋上（青果側）



令和３年度の主要事業

②施設や設備の保守、修繕などの維持管理

中央卸売市場では広大な敷地に市場運営に供する施設を設置し、多くの設備を有して

います。これらを日々、維持管理し安全な施設を提供することで場内事業者が円滑に取引
が行える環境づくりに努めています。
なお、日々の維持管理業務については一元的な業務委託を行っています。

【本場】
本場設備管理業務委託 令和３年度事業費 ２２８百万円
【東部市場】

東部市場設備管理業務委託 令和３年度事業費 １３４百万円

１０



③施設の環境維持

・保安交通対策
産地と中央卸売市場、中央卸売市場と取引先の物流は主にトラック等の大型車両が使わ
れており、また、中央卸売市場内における物の移動はフォークリフト等の特殊車両が使われ
るため、場内では車両が錯綜しています。
交通誘導や事件・事故防止など、保安交通対策として警備業務を業務委託で行ってい
ます。

【本場】
本場保安警備業務委託 令和３年度事業費 ２８０百万円
【東部市場】

東部市場保安警備業務委託 令和３年度事業費 ８８百万円

・衛生保持対策
中央卸売市場で取り扱われる生鮮食料品は場内で加工される過程や、パッケージの過程で
大量の廃棄物が発生するため、場内の衛生保持対策として一般廃棄物搬出の業務委託を
行っています。

【本場】
本場一般廃棄物搬出業務委託 令和３年度事業費 １５５百万円
【東部市場】

東部市場一般廃棄物搬出業務委託 令和３年度事業費 １１３百万円

令和３年度の主要事業

１１



令和３年度の主要事業

１２

（２） 公正公平な取引を確保するための取組み
（→ 法令に基づく各種規制等の取引指導監督）

①卸売業者、仲卸業者等の経営の健全性の確保
卸売業者、仲卸業者に対しては、財産状況の確認を行い、その状況が本市の条
例で定める財務基準に該当する場合については、必要な改善措置を命ずるなど指
導しています。

②売買取引の適正性の確保
中央卸売市場における効率的な流通や公正かつ透明な価格形成が行われるよう、
卸売業者、仲卸業者、売買参加者その他関係者に対し適切な指導を行っています。



令和３年度の主要事業

１３

（３） 食の情報発信の取組み

大阪市では、開設者として、市民（消費者）へ中央卸売市場の役割や重要性、食の
大切さについて情報発信を行っています。

①PR事業（市場機能・役割の普及啓発事業）
市民（消費者）に市場の機能や役割を知ってもらい、市場の重要性、安全性への
関心を高めています。

②食育事業
市民（消費者）に対して、食育を推進することにより、食の大切さを知ってもらい、
生鮮食料品への関心を高めています。

※ ①と②の両事業については複合して実施し
ています。

・Twitterによる情報発信
・「食材図鑑」の公表
※ 新型コロナウイルス感染症の影響により、市
場体験ツアー、料理教室は中止しました。

季節の果物紹介



中央卸売市場の機能

１４

開設者（大阪市）が設置した施設（P５～P６）内で、開設者（大阪市）が行う様々な取組み
（P７～P１３）によって形成されるフィールド（市場）内において、卸売業者、仲卸業者、関連
事業者がそれぞれの役割を果たすことで、中央卸売市場では、次の５つの機能が担保され
ることになります。

①集荷機能
・全国（一部海外）から、多種多様な品目の豊富な品ぞろえ
②価格形成機能
・「せり」、「相対」による、需要と供給を反映した公正な値決め
③分荷機能
・多数の小売業者等へ迅速に区分けして分配
④決済機能
・取引販売代金の迅速、確実な決済
⑤情報機能
・入荷量や価格などの情報収集、インターネットなどによる情報発信



中央卸売市場の流通

１５

出
荷
者
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協
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社
・個
人
等
）

小
売
業
者
・製
造
加
工
業
者
・飲
食
業
者
等

消

費

者

せり等

市場内事業者(民間)

生鮮食料品の流通

①集荷
委託・買付

②価格形成 ③分荷
卸
売
業
者④決済

仲
卸
業
者
等

⑤情報発信

中央卸売市場

流通活動

取引指導監督

開設者（大阪市）

食品検査等

食品衛生
検査機関



中央卸売市場の本場と東部市場では、中央卸売市場事業会計として企業会計方式を
採用しており、地方公営企業法などにもとづき会計処理を行っています。
決算における主な財務諸表等については次のとおりです。

貸借対照表 ・・・・・・・・ P １７
損益計算書 ・・・・・・・・ P １９
キャッシュ・フロー計算書 ・・・・・・・・ P ２１

第２章 決算の概要

１６



貸借対照表

１７

79,590,487 77,584,713 △ 2,005,773

繰 延 勘 定 2,789 2,218 △ 571 国 庫 補 助 金

9,700,000 8,900,000 △ 800,000

79,590,487 77,584,713

累積剰余金（△累積欠損金）

計 △ 2,005,773 計

令和２年度Ⓐ 令和３年度Ⓑ 差引Ⓑ-Ⓐ 令和２年度Ⓐ 令和３年度Ⓑ 差引Ⓑ-Ⓐ

借　　　　　方 貸　　　　　方

科　　目 科　　目

車 両 運 搬 具 1,546 1,546 0 引 当 金 37,086 35,146 △ 1,940

工 具、 器具 及び 備品 80,520 77,637 △ 2,883 預 り 金 590,624 582,372 △ 8,252

9,182 9,182 0

△ 35,001,351 △ 34,990,816 10,536

79,590,487 77,584,713 △ 2,005,773 67,568,961 64,535,701 △ 3,033,259

69,032,571 66,583,696 △ 2,448,875 47,690,213 45,391,285 △ 2,298,927

44,967,136 △ 2,220,436

10,555,127 10,998,799 443,672

資 産 の 部 負 債 の 部

固 定 資 産 固 定 負 債

68,908,104 66,466,825 △ 2,441,279 企 業 債 47,187,572

土 地 17,209,321 17,209,321 0 引 当 金 501,550 424,149 △ 77,401

有 形 固 定 資 産

建 物 43,380,773 41,223,940 △ 2,156,833 1,090 0 △ 1,090

建 物 付 帯 設 備 3,749,276 3,651,780 △ 97,496 7,163,669 7,128,151 △ 35,518

リ ー ス 債 務

流 動 負 債

構 築 物 1,809,309 1,731,681 △ 77,628 企 業 債 5,369,584 5,146,436 △ 223,148

機 械 及 び 装 置 2,452,985 2,193,915 △ 259,070 未 払 金 1,164,922 1,363,107 198,185

建 設 仮 勘 定 221,832 375,915 154,083 1,453 1,090 △ 363

2,543 1,090 △ 1,453 12,715,079 12,016,265 △ 698,814

リ ー ス 債 務

リ ー ス 資 産 繰 延 収 益

無 形 固 定 資 産 124,230 116,841 △ 7,389 39,279,957 39,131,483 △ 148,475

237 30 △ 207 △ 26,564,879 △ 27,115,218 △ 550,340投 資 そ の 他 の 資 産 収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金

12,021,526 13,049,012 1,027,486

未 収 金 435,176 184,936 △ 250,241 45,756,705 46,773,655 1,016,950

現 金 ・ 預 金 254,822 1,784,568 1,529,746 45,756,705 46,773,655 1,016,950

流 動 資 産 資 本 の 部

資 本 金

資 本 金

1,256,990 1,256,990 0

保 管 有 価 証 券 162,000 126,000 △ 36,000 △ 33,735,179 △ 33,724,643 10,536

貯 蔵 品 3,128 3,296 168 1,266,172 1,266,172 0

短 期 貸 付 金

剰 余 金 （ △ 欠 損 金 ）

資 本 剰 余 金

再 評 価 積 立 金

（単位：千円）



貸借対照表について

１８

資産の部としては７７５億８５百万円となり、令和２年度と比べ２０億６百万円減少しました。
これは主に市場設備の償却が進んだことにより有形固定資産が減少したためです。

なお、令和３年度には、本場で東棟買荷積込所の新築工事などで、東部市場では仲卸
売場棟屋上（青果側）の整備工事などで、７億５５百万円の資産をあらたに取得しています。

一方、負債の部としては、６４５億３６百万円となり、令和２年度と比べ３０億３３百万円減少
しました。これは主に企業債の減少によるものです。



損益計算書

１９

引 当 金 戻 入 360 18,270 17,909

0 70,389 70,389特 別 損 失

支払利息及び企業債取

扱 諸 費
558,994 495,435 △ 63,559 受 取 利 息 及 び 配 当金 89 100 11

営 業 外 費 用 559,618 496,047 △ 63,571 営 業 外 収 益 1,317,654

売 上 高 割 使 用 料 768,770 775,485 6,715

営 業 費 用 6,333,677 6,354,433 20,756 営 業 収 益 5,703,503

6,931,405 △ 89,751

資 産 減 耗 費 24,962 52,252 27,289

△ 15,567

雑 支 出 38 41 698,814 △ 13,814

繰 延 勘 定 償 却 585 571 △ 15 一 般 会 計 補 助 金 591,691

5,628,840 △ 74,663

市 場 管 理 費 3,210,309 3,151,147 △ 59,162

費　　　　　用 収　　　　　益

科　　目 令和２年度Ⓐ 令和３年度Ⓑ 差引Ⓑ-Ⓐ 科　　目 令和２年度Ⓐ 令和３年度Ⓑ 差引Ⓑ-Ⓐ

52,629 施 設 使 用 料 3,859,181 3,767,148 △ 92,033

576,124

雑 収 益 12,885 9,257

1,302,566 △ 15,088

△ 3,627

127,862 10,536 △ 117,326

市 場 事 業 費 用 6,893,295 6,920,870 27,575 市 場 事 業 収 益 7,021,157

雑 収 益 1,075,551

3 長 期 前 受 金 戻 入 712,628

当 年 度 損 益

1,086,206 10,655

減 価 償 却 費 3,098,405 3,151,034

（単位：千円）



損益計算書について

２０

営業収益は、主な収益にあたる施設使用料３７億６７百万円を計上し、５６億２９百万円と
なり、前年度と比べて７５百万円減少しました。これは、新型コロナウイルスの影響を踏まえ
た減免措置により、施設使用料が減少したことなどによるものです。

営業外収益は、一般会計補助金５億７６百万円、長期前受金戻入６億９９百万円などを
計上し、１３億３百万円となり、前年度に比べて１５百万円減少しました。

収益計である、市場事業収益は６９億３１百万円となり、前年度と比べて９０百万円減少し
ました。

営業費用は、市場管理費３１億５１百万円、減価償却費３１億５１百万円などを計上し、６３
億５４百万円となり、前年度と比べて２１百万円増加しました。これは、減価償却費が５３百
万円増加したことなどによります。

営業外費用は、支払利息及び企業債取扱諸費などを計上し、４億９６百万円となり、前
年度に比べて６４百万円減少しました。

また、特別損失として、電気料金請求訴訟の和解金７０百万円を計上したことから、費用
計である市場事業費用は６９億２１百万円となり、前年度に比べて２８百万円増加しました。

この結果、当年度損益は１１百万円の黒字となりました。



キャッシュ・フロー計算書

２１

支 払 利 息 486,081

小 計 3,128,031

破 産 更 生 債 権 等 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 450

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） △72,216

２ ． 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

３ ． 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

他 会 計 か ら の 出 資 に よ る 収 入

資 金 増 加 額 （ 又 は 減 少 額 ）

資 金 期 首 残 高

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） △77,401

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） △1,940

資 金 期 末 残 高

預 り 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 27,748

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 259,105

貯 蔵 品 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） △168

繰 延 勘 定 償 却 571

雑 支 出 2

令和３年度

１ ． 業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー

減 価 償 却 費 3,151,034

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 100

利 息 の 支 払 額 △486,081

当 年 度 純 利 益 10,536

有 形 固 定 資 産 除 却 費 52,252

雑 収 益 △2

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △100

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） △9,107

長 期 前 受 金 戻 入 額 △698,814

2,642,050

△484,217

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

短 期 貸 付 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 800,000

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 315,783

1,387,000

△3,830,584

1,016,950

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

リ ー ス 債 務 の 返 済 に よ る 支 出 △1,453

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △1,428,087

1,529,746

254,822

1,784,568

（単位：千円）



キャッシュ・フローについて

２２

資金期末残高は、期首残高より１５億３０百万円増加し、１７億８５百万円となりました。

内訳といたしましては、企業債の償還などの財務活動に１４億２８百万円の資金を要した
一方で、業務活動において２６億４２百万円、他会計からの短期貸付金返還などの投資活
動で３億１６百万円の資金を得ており、今後の事業運営に必要な資金の確保に努めていま
す。



この章では、令和３年度の決算状況について、各計数の内訳や経年比較を行うことで会
計状況を分析し把握することに努めています。
分析項目については次のとおりです。

令和３年度決算状況 ・・・・・・・・ P ２４
収支経年比較 ・・・・・・・・ P ２５
収入内訳の推移 ・・・・・・・・ P ２６
取扱数量・金額推移（青果・水産物・加工食料品計） ・・・・・・・・ P ２７
取扱数量・金額推移（青果） ・・・・・・・・ P ２８
取扱数量・金額推移（水産物） ・・・・・・・・ P ２９
取扱数量・金額推移（加工食料品） ・・・・・・・・ P ３０
経費内訳の推移 ・・・・・・・・ P ３１
電気使用料と電力使用数量の推移 ・・・・・・・・ P ３２
委託料内訳の推移 ・・・・・・・・ P ３３
資本費の推移 ・・・・・・・・ P ３４
企業債残高の推移 ・・・・・・・・ P ３５

第３章 決算の分析

２３



人件費

6.6億円

10%

経費

24.9億円

36%
減価償却費

31.5億円

46%

資産減耗費

0.5億円

1%

支払利息及び

企業債取扱諸費

5億円

7%

特別損失

0.7億円

1%

支出総計69.2億円

令和３年度 決算状況

収入のうち、使用料収入（売上高割使用料、施設使用料）が収入全体の６６％を占め

ており、使用料収入の確実な確保が重要です。

支出のうち、資本費（減価償却費・支払利息及び企業債取扱諸費・資産減耗費）が支

出全体の５３％を占めており弾力性がない状況です。
２４

資本費
53％

売上高割使用料

7.8億円

11%

施設使用料

37.7億円

54%

雑収益

10.9億

円16%

一般会計補助金

5.8億円

8%

長期前受金戻入

7億円

10%

その他

0.3億円

0%

収入総計69.3億円

使用料収入
66%



収支経年比較

令和３年度決算においては、１１百万円の当年度純利益を計上し、黒字となりました。

今後の収支状況については、不透明な要素（安定的な収入の確保、電気料金単価の動

向、委託事業の労務単価の上昇など）も多いため、令和３年度以降の収支状況について

注視が必要です。

なお、中央卸売市場として別途公表している「大阪市中央卸売市場経営計画２０２１」

では恒常的な単年度黒字化の達成は令和１１年度としています。

２５
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0億円

5億円

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

当年度損益



収入内訳の推移

市場の主たる事業収入は、市場関係事業者等からの売上高割使用料や施設使用料

となっています。とりわけ売上高割使用料については、減少傾向ではあり、次ページ以

降の取扱数量・金額の推移に連動するため、コントロールは開設者の取組みにより難い

ものであります。

２６

売上高割使用料

8.2億円

売上高割使用料

8.1億円
売上高割使用料

7.8億円

売上高割使用料

7.7億円

売上高割使用料

7.8億円

施設使用料

38.8億円
施設使用料

38.5億円
施設使用料

39億円

施設使用料

38.6億円 施設使用料

37.7億円

雑収益

11.1億円
雑収益

10.7億円

雑収益

11.1億円
雑収益

10.8億円

雑収益

10.9億円

一般会計補助金

7.1億円
一般会計補助金

6.4億円

一般会計補助金

6億円
一般会計補助金

5.8億円
一般会計補助金

5.8億円

長期前受金戻入

8.4億円
長期前受金戻入

8億円

長期前受金戻入

7.4億円
長期前受金戻入

7.1億円
長期前受金戻入

7億円

その他

0.3億円
その他

0.2億円

その他

0.3億円
その他

0.1億円
その他

0.3億円
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平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

売上高割使用料 施設使用料 雑収益 一般会計補助金 長期前受金戻入 その他

単位：億円



取扱数量・金額推移（青果・水産物・加工食料品計）

過去１０ヶ年の取扱数量・金額総計を比べると、一定に推移しており、中央卸売市場とし

ての規模を維持しています。

２７

880.7
867.6 872.1 871.8

858.3 855.1 845.3 852.1
822.9

802.2

3,099.3
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取扱数量（千トン） 取扱金額（億円）

取扱数量 取扱金額



取扱数量・金額推移（青果）

青果については、取扱数量・金額ともに堅調に推移しています。

２８

686.9 683.7
691.4 696.7 694.0 700.1 700.8

715.8

693.6
680.9

1,545.7

1,638.3 1,635.3

1,778.9

1,848.8
1,826.1

1,797.5

1,742.2

1,834.8 1,837.6

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

400

500

600

700

800

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
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取扱数量 取扱金額



取扱数量・金額推移（水産物）

水産物については、 取扱数量・金額ともに下降傾向で推移しています。

２９
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取扱数量 取扱金額



取扱数量・金額推移（加工食料品）

加工食料品については、取扱数量・金額ともに下降傾向で推移しています。

３０
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経費内訳の推移

市場では生鮮食料品を扱っており、食の安全・安心を確保するための、保冷施設など

設備が多くあり、光熱水費が経費の約４０％を占めています。

また、市場機能の維持管理のために多くの業務を委託化しており、経費の約４０％を委

託料が占めています。

光熱水費の分析結果はP３２、委託料の分析結果はP３３に記載しています。
３１

光熱水費

9.6億円

40.3%

光熱水費

9.3億円

39.0%

光熱水費

9.7億円

39.4%

光熱水費
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修繕費
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修繕費
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4.9%

修繕費

1.4億円

5.7% 修繕費
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その他費用
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その他費用
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13.8％

その他費用
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電気使用料と電力使用数量の推移

電力使用数量を減らすことが収支改善につながるため、設備更新の際には省エネ機

器の導入に努めています。本場では平成３０年度より、東部市場では令和元年度よりＥＳ

ＣＯサービス事業を利用しています。

電力使用数量は減少していますが、電力単価は増減するため、その影響により電気使

用料は増減します。

３２
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委託料内訳の推移

市場内では行き交う車両等の交通動線の安全管理などのための保安警備業務、広大

な敷地に設置された施設及び電気機械設備を保守する設備管理業務、取引流通過程

で発生する大量の廃棄物を処分する一般廃棄物搬出業務について民間に委託してい

ます。

近年、労務費単価は上昇傾向にあることから委託料は増加傾向となっています。

３３

単位：億円

保安警備

3億円

30.6%

保安警備

3.4億円

32.6%

保安警備

3.4億円

32.9%

保安警備

3.4億円

32.1%

保安警備

3.3億円

30.9%

設備管理

2.6億円

26.8%

設備管理

3億円

28.2%

設備管理

3億円

28.7%

設備管理

3億円

28.0%

設備管理

3.3億円

30.6%

一般廃棄

物搬出

2.5億円

25.7%

一般廃棄

物搬出

1.9億円

17.9%

一般廃棄

物搬出

1.9億円

18.3%

一般廃棄

物搬出

2.5億円

23.1%

一般廃棄

物搬出

2.4億円

22.5%

その他

1.8億円

16.9%

その他

2.2億円

21.4%

その他

2.1億円

20.1%

その他

1.8億円

16.8%

その他

1.8億円

16.0%

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

保安警備 設備管理 一般廃棄物搬出 その他

委託料
10.8億円委託料

9.9億円

委託料
10.5億円

委託料
10.4億円

委託料
10.7億円



資本費の推移

本場・東部市場の大規模整備後は、減価償却費の償却終了により、資本費について

は減少傾向にありました。今後は、整備後に償却の終わった資産の更新が発生すること

から、資産の長寿命化や計画的な更新を検討し、資本費の平準化に取り組みます。

３４

※資本費=減価償却費+支払利息及び企業債取扱諸費+資産減耗費

減価償却費等

34.2億円
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減価償却費等

31.9億円
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支払利息及び

企業債取扱諸費

8.2億円

支払利息及び

企業債取扱諸費

7.3億円
支払利息及び

企業債取扱諸費

6.2億円

支払利息及び

企業債取扱諸費

5.6億円

支払利息及び企

業債取扱諸費

5億円
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企業債残高の推移

企業債残高は、本場の大規模整備にかかる償還が順次終了していることなどから減

少しています。

３５
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この章では、いくつかの経営指標をもとに当市場と他都市の会計状況を比べています。
比較項目については次のとおりです。

全国の中央卸売市場の取扱い比較 ・・・・・・・・・ P ３７
企業会計方式の市場との取扱い比較 ・・・・・・・・・ P ３８
企業会計５都市の比較 ・・・・・・・・・ P ３９
取扱数量・金額比較（青果） ・・・・・・・・・ P ４０
取扱数量・金額比較（水産物） ・・・・・・・・・ P ４１
経常収支比率 ・・・・・・・・・ P ４２
流動比率 ・・・・・・・・・ P ４３
固定比率 ・・・・・・・・・ P ４４
固定長期適合率 ・・・・・・・・・ P ４５
有形固定資産減価償却率 ・・・・・・・・・ P ４６

第４章 他都市と比べた大阪市

３６



令和４年７月時点で、全国には４０都市６５市場が開設されています。
まずは、本場及び東部市場の取扱品目である青果・水産物の取扱数量・金額上位１０都
市で、他都市比較を行うと次のようになります。

全国の中央卸売市場の取扱い比較

３７

※他都市のデータについては「令和２年度地方公営企業年鑑」より
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先の１０都市のうち、本場及び東部市場と同様の企業会計方式を採用しているのは東京
都、札幌市、大阪府、岐阜市の４都市です。この４都市以外に、企業会計方式を採用して
いる都市としては、宇都宮市、金沢市、岡山市、徳島市があり、それら８都市と取扱数量・
金額比較を行った場合、次のようになります。

企業会計方式の市場との取扱い比較

３８

この章では、８都市のうち都道府県又は政令指定都市である東京都、札幌市、大阪府、
岡山市の４都市と大阪市の比較を経営指標を中心に行っています。

※他都市のデータについては「令和２年度地方公営企業年鑑」より
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企業会計５都市の比較

上図のように市場ごとに、開設時期、取扱数量、取扱種別の割合、開設されている地

域性（いわゆる産地市場、集散市場、消費地市場）などにより、それぞれ特性があること

から、本市と比較することは難しい側面があります。

たとえば、Ｘ、Ｙについては、取扱数量・金額を延施設面積で割ることで業務の効率度

合いを比較するものですが、取扱数量・金額として取り扱われている品目についても注

視する必要があるため、Ｚで各市場の取扱い単価を算出していますが各数値には開き

があり、一概に傾向を見極めることは難しい状況です。 ３９

※他都市のデータについては「令和２年度地方公営企業年鑑」より

項目

団体 （Ａ） （Ｂ） （Ｗ＝Ｂ／Ａ） （Ｃ） （Ｘ＝Ｃ／Ｂ） （Ｄ） （Ｙ＝Ｄ／Ｂ） （Ｚ＝Ｄ／Ｃ）

大阪市中央卸売市場　計 283,570 484,789 1.71 820,818 1.69 330,974 0.68 0.40

本場 S. 6 177,955 311,225 1.75 601,707 1.93 243,162 0.78 0.40

東部市場 S.39 105,615 173,564 1.64 219,111 1.26 87,812 0.51 0.40
東京都中央卸売市場　計 1,299,153 1,511,467 1.16 2,211,354 1.46 950,603 0.63 0.43

大田市場 H. 1 386,426 353,508 0.91 976,630 2.76 305,028 0.86 0.31

豊島市場 S.11 23,333 26,708 1.14 79,267 2.97 48,822 1.83 0.62

淀橋市場 S.13 32,340 38,167 1.18 202,273 5.30 56,285 1.47 0.28

足立市場 S.19 42,675 49,100 1.15 11,709 0.24 11,632 0.24 0.99

板橋市場 S.46 61,232 51,354 0.84 97,261 1.89 23,408 0.46 0.24

世田谷市場 S.46 41,482 49,833 1.20 39,080 0.78 9,276 0.19 0.24

北足立市場 S.54 61,076 68,170 1.12 123,435 1.81 34,505 0.51 0.28
多摩ニュータウン市場 S.58 57,153 32,883 0.58 23,164 0.70 5,685 0.17 0.25

葛西市場 S.59 74,515 58,667 0.79 112,779 1.92 28,506 0.49 0.25

豊洲市場 H.30 518,921 783,077 1.51 545,756 0.70 427,456 0.55 0.78
札幌市中央卸売市場 S.34 129,748 138,605 1.07 301,869 2.18 135,124 0.97 0.45
大阪府中央卸売市場 S.53 201,351 163,644 0.81 237,076 1.45 90,477 0.55 0.38
岡山市中央卸売市場 S.37 194,443 156,809 0.81 95,456 0.61 42,958 0.27 0.45

開設年度

敷地面積

（m
2）

延施設面積

（m
2）

取扱高
（ｔ）

売上高
（百万円）

延施設面積

敷地面積

取扱高

延施設面積

売上高

延施設面積

売上高

取扱高



取扱数量・金額比較（青果）

各都市ともに、取扱数量・金額ともに概ね堅調に推移しています。

４０

大阪市 大阪市

東京都

東京都

岡山市岡山市

大阪府

大阪府

札幌市
札幌市

※他都市のデータについては「地方公営企業年鑑」より

694.0 700.1 700.8 715.8 693.6 

1,968.4 1,959.1 
1,917.3 1,926.4 

1,865.8 

280.0 270.2 251.3 243.6 231.8 

219.2 213.1 206.4 203.0 199.3 

77.0 69.6 74.6 74.4 72.4 

0

500

1000

1500

2000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

取扱数量

(千トン)

大阪市 東京都 札幌市 大阪府 岡山市

1,996.7 1,972.2 1,941.3 1,898.1 1,981.5 

5,877.6 5,774.9 

5,493.1 
5,356.9 

5,815.6 

674.8 628.4 591.0 546.5 543.2 

611.8 581.4 553.1 532.9 
568.1 

229.8 221.4 208.9 197.2 208.7 
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

取扱金額

(億円)

大阪市 東京都 札幌市 大阪府 岡山市



取扱数量・金額比較（水産物）

各都市ともに、取扱数量・金額ともに下降傾向で推移しています。

４１

岡山市

大阪府

大阪市

札幌市

東京都

東京都

大阪市

札幌市

大阪府

岡山市

※他都市のデータについては「地方公営企業年鑑」より
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４２

大阪市は、経常収益が経常費用を上回っており、１００％以上になっていますが、経常

費用にしめる資本費の割合が大きいこと、また近年は経費にしめる光熱水費の割合の

動向に大きく影響を受けていることから、今後も注視が必要です。

大阪市

岡山市

経常収支比率

=
（営業収益＋営業外収益）
（営業費用＋営業外費用）

×100

使用料収益等の収益で、資本費や維
持管理費等の費用をどの程度賄えて
いるかを表す指標

※大阪府については指定管理者制度を導入している為、比較対象から除外

※他都市のデータについては「地方公営企業年鑑」より

札幌市

東京都



11822.3%
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流動比率(%)

流動比率（財務の安全性に関する指標）

４３

大阪市は、建設改良事業の財源の多くを企業債により資金調達しているため、その償

還額の影響から比率が低くなっていましたが、近年は企業債の償還が進み、流動比率

が改善したため、平成３０年度から１００％を超えています。

流動比率=
流動資産
流動負債

×100

短期的な債務に対する支払能力を表す
指標

※他都市のデータについては「地方公営企業年鑑」より
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固定比率（財務の安全性に関する指標）

４４

大阪市は１００％を大きく上回っており、要因としては固定資産の割合が他都市に比べて

高いことが考えられます。近年は、資産の償却が進んでいることなどから固定比率は減少

傾向となっています。

固定比率

=
固定資産

（自己資本金＋剰余金＋繰延収益）
×100

固定資産に投資した資金が返済義務の
ない自己資本でどれだけまかなわれる
かを示す指標

※他都市のデータについては「地方公営企業年鑑」より
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固定長期適合率（財務の安全性に関する指標）

４５

中央卸売市場事業会計では、多くの固定資産を所有しているため、固定資産取得に

必要な投資額を全て自己資本で賄うことは難しく、企業債を発行していますが、平成３０

年度以降は１００％を下回っているため健全な水準を維持しています。

固定長期適合率

=
固定資産

（固定負債＋自己資本金＋剰余金＋繰延収益）
×100

固定資産に投資した資金が自己資本だけでな
く固定負債（借入金など）を含めてどれだけ
まかなわれているかを示す指標

※他都市のデータについては「地方公営企業年鑑」より
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有形固定資産減価償却率

４６

大阪市では、平成元年度から平成１４年度にかけて本場の大規模整備を行っており、

それらの資産の償却が進んでいることから、指標が上がってきています。

有形固定資産減価償却率

=
有形固定資産減価償却累計額

有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価
×100

有形固定資産の減価償却の進展の割合を
示す指標

※他都市のデータについては「地方公営企業年鑑」より
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中央卸売市場事業会計では、令和３年度決算において１１百万円の黒字を計上しました
が、前年度より黒字幅が縮小していることや、依然として３４９億９１百万円の未処理欠損金
を計上していることなど、厳しい収支状況となっています。
令和３年３月に策定した「大阪市中央卸売市場経営計画２０２１」において、令和１１年度に
恒常的な黒字化を目標としていますが、引き続き、安定的な収入の確保が必要なことや、
電気料金単価及び委託事業の労務単価の動向など、不透明な要素も多いことから、「経
営計画」に基づき、民間活力の活用など、より一層の経営効率化に努めるとともに、市場の
整備充実を図り、市場の円滑な運営に取り組んでいきます。

終章 おわりに

４７



 
令和３年度 中央卸売市場事業会計 事業レポート

令和４年９月発行
令和５年９月修正

発 行 大 阪 市 中 央 卸 売 市 場
〒 5 5 3 - 0 0 0 5大阪市福島区野田 1丁目 1番 8 6号
電話 06（6469）7902


	既定のセクション
	スライド 1: 令和３年度 中央卸売市場事業会計　事業レポート 　
	スライド 2:  　　 序章　　はじめに  　　　　・・・・・・・・・・・・ 　P　１   　　　　 第１章　事業の概要  　　　　・・・・・・・・・・・・ 　P　３   　　　　 第２章　決算の概要（財務諸表） 　　　　・・・・・・・・・・・・ 　P　１６   　　　　 第３章　決算の分析  　　　　・・・・・・・・・・・・ 　P　２３              第４章　他都市と比べた大阪市 　　　　・・・・・・・・・・・・ 　P　３６   　　　　 終章　　おわりに  　　　　・・・・・・・・・・・・
	スライド 3
	スライド 4: 　このような状況のもと、大阪市中央卸売市場は、改正卸売市場法の趣旨を踏まえまして、取引の自由度を高めることにより、市場内事業者が持つ強みを発揮して集荷力・販売力を強化し、新たな需要の開拓や付加価値の向上に取り組んでまいります。 　また、市民等消費者のニーズに応え、安全・安心な生鮮食料品を適正な価格で安定的に供給して高い公共性を発揮していくことで、生鮮食料品の流通拠点としての機能をさらに発揮していきたいと考えております。 　そのためにも、市場内事業者・関係者の皆さんと今まで以上に連携し、市場
	スライド 5: 　大阪市には、野菜・果実、水産物、食肉類などの生鮮食料品等を扱う中央卸売市場として本場と東部市場、南港市場があります。うち、野菜・果実、水産物などを扱う本場と東部市場については中央卸売市場事業会計として企業会計方式を導入しております。 　事業の内容については次のとおりです。 　なお、南港市場については、条例に定める政令等特別会計である食肉市場事業会計としており、企業会計方式は導入しておりません。    　　　　　本場・東部市場の概略と沿革  ・・・・・・・・ 　P　４ 　　　　　本場の現況
	スライド 6: 　本場・東部市場の概略と沿革
	スライド 7: 　本場の現況
	スライド 8: 　東部市場の現況
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15: 　令和３年度の主要事業
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18: 　 中央卸売市場の本場と東部市場では、中央卸売市場事業会計として企業会計方式を採用しており、地方公営企業法などにもとづき会計処理を行っています。 　 決算における主な財務諸表等については次のとおりです。  　　 　　　　　　　　　貸借対照表　　　　　　　　　　  ・・・・・・・・ 　P　１７ 　　　　　　　　　損益計算書　　　　　　　　　　  ・・・・・・・・ 　P　１９ 　　　　　　　　　キャッシュ・フロー計算書　　   ・・・・・・・・ 　P　２１   
	スライド 19: 　貸借対照表
	スライド 20: 　貸借対照表について
	スライド 21: 　損益計算書
	スライド 22: 　損益計算書について
	スライド 23: 　キャッシュ・フロー計算書
	スライド 24: 　キャッシュ・フローについて
	スライド 25
	スライド 26: 　令和３年度　決算状況
	スライド 27: 　収支経年比較
	スライド 28: 　収入内訳の推移
	スライド 29: 　取扱数量・金額推移（青果・水産物・加工食料品計）
	スライド 30: 　取扱数量・金額推移（青果）
	スライド 31: 　取扱数量・金額推移（水産物）
	スライド 32: 　取扱数量・金額推移（加工食料品）
	スライド 33: 　経費内訳の推移
	スライド 34: 　電気使用料と電力使用数量の推移
	スライド 35: 　委託料内訳の推移
	スライド 36: 　資本費の推移
	スライド 37: 　企業債残高の推移
	スライド 38: 　この章では、いくつかの経営指標をもとに当市場と他都市の会計状況を比べています。 　比較項目については次のとおりです。  　  　　　　　　　全国の中央卸売市場の取扱い比較 ・・・・・・・・・　P　３７ 　　　　　　　企業会計方式の市場との取扱い比較　　　 ・・・・・・・・・　P　３８ 　　　 　　　　　　　企業会計５都市の比較  ・・・・・・・・・　P　３９ 　　　　　　　取扱数量・金額比較（青果）  ・・・・・・・・・　P　４０ 　　　　　　　取扱数量・金額比較（水産物）   ・・・
	スライド 39: 　令和４年７月時点で、全国には４０都市６５市場が開設されています。 　まずは、本場及び東部市場の取扱品目である青果・水産物の取扱数量・金額上位１０都市で、他都市比較を行うと次のようになります。                                           
	スライド 40:    先の１０都市のうち、本場及び東部市場と同様の企業会計方式を採用しているのは東京都、札幌市、大阪府、岐阜市の４都市です。この４都市以外に、企業会計方式を採用している都市としては、宇都宮市、金沢市、岡山市、徳島市があり、それら８都市と取扱数量・金額比較を行った場合、次のようになります。                
	スライド 41: 　企業会計５都市の比較
	スライド 42: 　取扱数量・金額比較（青果）
	スライド 43: 　取扱数量・金額比較（水産物）
	スライド 44: 　経常収支比率（収益性に関する指標）
	スライド 45: 　流動比率（財務の安全性に関する指標）
	スライド 46: 　固定比率（財務の安全性に関する指標）
	スライド 47: 　固定長期適合率（財務の安全性に関する指標）
	スライド 48: 　有形固定資産減価償却率
	スライド 49: 　中央卸売市場事業会計では、令和３年度決算において１１百万円の黒字を計上しましたが、前年度より黒字幅が縮小していることや、依然として３４９億９１百万円の未処理欠損金を計上していることなど、厳しい収支状況となっています。 　令和３年３月に策定した「大阪市中央卸売市場経営計画２０２１」において、令和１１年度に恒常的な黒字化を目標としていますが、引き続き、安定的な収入の確保が必要なことや、電気料金単価及び委託事業の労務単価の動向など、不透明な要素も多いことから、「経営計画」に基づき、民間活力の
	スライド 50


